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逗子市こども発達支援センター療育部門運営業務委託仕様書 

 

１ 業務目的  

本業務は、逗子市こども発達支援センター（以下、「センター」という。）療育部門「くろーばー」

として神奈川県知事の事業所指定を受け、逗子市療育教育総合センター内で児童福祉法（以下、「法」

という。）第６条の２の２第２項に基づく児童発達支援及び同条第４項に基づく放課後等デイサー

ビス等を本市の中核的な療育施設として実施することにより、市直営の相談部門「ひなた」（以下、

「相談部門」という。）との連携を図りながら、障がいのある児童や発達に心配があり支援を必要と

している児童及びその保護者などが地域で安心して暮らすことができるよう、福祉の向上を図るこ

とを目的とする。 

 

２ 用語の意義 

この仕様書における用語の意義は、次のとおりとする。  

⑴ センターとは、逗子市療育教育総合センター１階・２階部分とその敷地をいう。 

⑵ 市職員とは、逗子市（以下「市」という。）に所属する職員でセンターに勤務する職員をいい、

従事者とは受託事業者に所属する職員で本業務に従事するものをいう。 

 

３ 適用 

⑴ 本仕様書は、「逗子市こども発達支援センター療育部門運営業務委託」に適用する。 

⑵ 本仕様書に記載されていない事項については、逗子市財務規則によるものとする。 

 

４ 履行場所 

逗子市桜山５丁目20番29号 逗子市療育教育総合センター内 

 

５ 履行期間 

  2024年（令和６年）４月１日から2025年（令和７年）３月31日まで 

   

６ 支払方法 

契約金額を12月で分割した額について、毎月の受注者の請求により、前金払いで支払うものとす

る。ただし、年度末に運営費実績による精算調整を行う。 

 

７ 文書の提出方法 

受注者は、市が求める文書の提出については、市と協議の上、任意様式により提出するものとす

る。 

 

８ 基本方針 

受注者は、次に掲げる基本方針を踏まえ、受託事業を遂行するものとする。 

⑴ 本仕様書のほか、センター条例及び施行規則ならびに児童福祉法等の関係法令を遵守すること。 

⑵ 公の施設であることを念頭に置いて、公平かつ適正な運営を行うこと。 

⑶ 市の公共事業の受託業務であることを念頭に置いて、利用者及びその保護者等からの信頼を損

なわないよう、常に適切かつ丁寧に対応し、満足度の向上に努め、市の信用を失墜する行為を行っ
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てはならない。 

⑷ 利用者の意見、子育てをめぐる社会情勢、市民ニーズの変化等に柔軟に対応し、事業に適切に反

映させること。 

⑸ 利用者及びその保護者からの苦情を解決する体制をとり、サービスの向上に努めること。 

⑹ 個人情報の保護を徹底すること。ただし、関係機関には必要な情報を開示し、協調すること。 

⑺ センター相談部門ほか関係機関と密に連携をとり、相互の協力関係のもとに業務を行うこと。 

⑻ センター内の定例会議への出席により、専門的見地からセンター全体としての療育方針の検討

及び共有を図ること。 

⑼ ごみの減量、省エネルギー等、環境に配慮して業務を行うこと。 

⑽ 常に創意工夫を心掛け、センターの有効かつ効率的な運用を目指さなければならない。 

 

９ 業務内容 

⑴ 児童発達支援（児童福祉法） 

ア 人員配置 

管理者：１名（児童発達支援管理責任者との兼務可） 

児童発達支援管理責任者：常勤１名以上 

保育士又は児童指導員：常勤６名以上 

看護師：１名以上（非常勤でも可） 

※法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働

省令第15号）第５条に定める員数（４人）を８人超えた従事者（看護師を含む）を配置し、重症

心身障害児、医療的ケア児、行動障害のある児童等にも対応できる手厚く専門性の高い支援及

び当該支援に必要な医療、保健等と連携ができる体制を整えること。 

イ 事業内容 

個別支援計画に基づき、日常生活における基本動作の獲得、人とかかわる力や考える力の育

成にむけて集団療育・個別療育を行う。 

（ア）親子通園 

（イ）単独通園 

（ウ）午後クラス（相談グループ） 

ウ 対象 

集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の児童 

※障害者手帳（身体、療育、精神）の有無を問わず、心理所見、医師の診断書、児童相談所の

意見等により療育の必要性が認められる場合は対象とする。また、センターの児童発達支援は

療育の場と位置づけ、相談部門において、センターでの計画的な療育の必要性が認められた児

童を対象とする。 

エ 現在の利用児童数（令和４年度実績） 

（ア）親子通園           11 名 

（イ）単独通園           17 名 

（ウ）午後クラス（相談グループ）  ８ 名 

⑵ 放課後等デイサービス（児童福祉法） 

ア 人員配置  

⑴アに記載のとおり※児童発達支援との兼務可 
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イ 事業内容 

個別支援計画に基づき、将来に向けた人とかかわる力や考える力・社会に適応する力、生活

能力の向上に向けて集団療育・個別療育を行う。 

ウ 対象 

学校教育法第１条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く）に就学しており、授業の終

了後又は休業日に支援が必要と認められる児童生徒 

※障害者手帳（身体、療育、精神）の有無を問わず、心理所見、医師の診断書、児童相談所の

意見等により療育の必要性が認められる場合は対象とする。また、センターの放課後等デイサ

ービスは療育の場と位置づけ、相談部門において、センターでの計画的な療育の必要性が認め

られた児童生徒を対象とする。 

エ 現在の利用者数（令和４年度実績） 

 53 名 

⑶ 共通事項 

ア 事業定員 

  11名以上20名以下（多機能型事業所） 

イ 送迎体制 

  拠点型送迎を基本とし、利用者等のニーズに合わせて適切な送迎を実施する。なお、送迎業

務を主たる業務とする職員を１名以上配置し、送迎車両については、送迎に必要な台数の車両

を受注者にて手配調達すること。また、別紙２「送迎業務に関する仕様書」に基づき適切かつ効

率的な運行を行うこととする。 

ウ 巡回相談 

利用児童が在籍する幼稚園、保育所、学校等への巡回相談を、各施設の必要に応じて実施す

る。 

エ 保護者支援等 

（ア）継続的な支援のための子育て支援ツールである「ひなたファイル」の配布及び勉強会の

開催（年１回以上）等保護者に対する作成支援を実施する。 

（イ）家庭における養育方法に関する日常的な相談、情報共有、懇談会（年３回程度）、父親

勉強会（年１回以上）等を通じた家族支援を行う。 

  オ 相談部門との連携 

一人ひとりの発達の特性を理解し、個々の状況に合わせた専門性の高い療育プログラムを実

施するために、「連携相談員」として任命された従事者（２名）は、相談部門における保護者

面談時に必要に応じて同席し、また経過観察グループや機能訓練に参加するなど、相談部門と

相互に連携を図りながら、利用者に対して積極的かつ計画的な支援を図る。 

⑷ 地域支援事業 

ア 市内幼稚園、保育所、学校等の支援者を対象とした研修会（年１回以上）を実施する。 

イ 市民理解促進を目的とした啓発事業を実施する。（秋頃に「発達障害」に関するテーマで年

１回以上／年度末頃に「学校」に関するテーマで年１回以上） 

ウ 福祉人材育成の観点から、市が受け入れる保育実習等にできる限り協力すること。 

⑸ 連携事業 

ア 自立支援会議定例会議（例月）、基幹相談支援センター連絡会及び事例検討会（例月）、療

育推進事業検討会（年１回以上）、幼保小連携推進連絡調整会議等（年３回以上）、その他市
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主催の会議へ出席する等により関係機関との連携を行う。 

イ 就学支援委員会（年２回程度）及び就学支援専門委員会（年１回程度）提出資料の作成及び

就学直後のフォローアップを行う。 

ウ 教育研究相談センター（教育相談・支援教育推進巡回チーム）との連携及び巡回チーム会議

（月１回）へ参加する。 

エ 「ふれあいフェスinずし」を始めとする市主催イベントへ積極的に参加する。 

オ 18歳以降の支援に必要な支援者間での引き継ぎ、フォローアップを行う。 

カ 神奈川県公立障害児者通園施設・通園事業連絡協議会（年３回以上）に参加する。 

キ やむを得ず前項までに掲げる会議等を欠席した場合は、月次報告書により欠席理由を明示

し、市へ報告すること。 

 

10 事業所の管理 

⑴ 開所時間  

   センターの開所時間は、午前８時30分～午後５時15分までとする。ただし、市が必要と認めると

きは、開所時間を変更することができる。 

⑵ 開所日 

センターの開所日は、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規

定する休日及び年末年始（12月29日から翌年１月３日まで）を除く、月曜日から金曜日とする。た

だし、市が必要と認めるときはこれを変更し、または臨時に開所日を定めることができる。 

 ⑶ 対象者 

市内に住所または居所を有する障がい児等とする。 

⑷ 鍵の管理等 

ア 市職員の出勤前・退勤後に従事者が入退館する場合、従事者は、責任をもってセンター出入

口の開閉管理を行うこととし、全ての入退館者（従事者を含む）について解錠（施錠）記録簿に

より入退館した時刻及び事由を記載し、前月分をまとめて市へ提出すること。 

  イ センター内の常時施錠箇所を開錠する必要が生じた際は、都度市職員に立会いを求めるほか、

持ち出し簿記入により鍵の貸し出しを受けることができる。貸し出しを受けた鍵は、使用後速

やかに市職員の確認を受けて返却すること。 

⑸ その他 

 ア 従事者は、常にセンターの節電及び節水に努めること。 

イ 逗子市療育教育総合センターに勤務する一員として、特段の事情がある場合を除き、逗子市

療育教育総合センター消防計画に定める避難訓練等の活動に参加するよう努めること。 

 

11 業務遂行体制 

⑴ 従事者の確保 

ア 受注者は業務を円滑にするため、本仕様書に示す人員を確保した上で、業務に応じた適切な

人員配置を行い、効果的かつ効率的な運営が可能な体制を整えなければならない。 

  履行期間中に人員配置に欠員が生じることが明らかになった場合、直ちにその代替職員を補

充しなければならない。ただし、不可抗力等、発注者がやむを得ないと認める特別な事情の場

合に限り、発注者、受注者協議のうえ補充方法等について取り決めるものとする。 

イ 受注者は、業務開始までに、業務の実施体制図と従事に必要な資格を証明する書類を添えて、
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従事者名簿を市に提出すること。なお、年度途中で従事者の交代を行う場合、市の承認を得た

上で、その都度、実施体制図、資格証明書類及び従事者名簿を提出すること。 

⑵ 緊急時の体制 

受注者は、地震災害または風水害（大雨、台風、降雪）等によりセンター機能に重大な支障が生

じた場合に備え、職員の非常招集ができる体制を確立しておくとともに、あらかじめその体制を

市に届け出なければならない。 

⑶ 従事者 

本業務の担当者として、業務内容及び関連する制度などを理解し、適切に利用者、保護者等へ

の対応を含む必要な業務を的確に行える従事者を配置すること。また、業務を遂行するにあた

り、市の公共事業の受託業務であることを念頭において、清潔で正しく着用した服装を心が

け、送迎対象者等に対して常に親切丁寧に応接し、信用を失墜する、或いは不快の念を与え

る言動・行為があってはならない。 

⑷ 安全の確保 

受注者は、次に掲げる事項について安全の確保等を行う。 

ア 労働安全衛生法、同施行令、同規則、その他災害防止関係法令の定めるところにより、常に安

全管理に必要な措置を講じ、労働災害の防止に努める。 

イ 市が行う施設及び設備の工事等の場合には、施工事業者と協調し、利用者等の安全管理及び

業務に支障がないよう適切に対応しなければならない。 

ウ 安全管理上支障が生じた場合は、直ちに必要な措置を講じるとともに市に報告し、市からの

指示に従わなければならない。 

⑸ 情報セキュリティ対策 

業務に用いるパソコン等には、ソフトウェアの更新、ウイルス対策ソフトウェアの導入、ＩＤ

とパスワードの設定管理等のセキュリティ対策を施すとともに、従事者への情報セキュリティ教

育を実施すること。履行期間終了後のＰＣ及びハードディスク等のデータ保管機器は、市の情報

セキュリティ対策方針に則り、市へ引き継ぐ機器の他は、受注者の負担により物理的に破壊し適

切に廃棄すること。 

⑹ 利用者への勧誘などの禁止 

受注者は、利用者に対し、自らの他の有償サービスなどの利用、勧誘などの営業活動、または金

品もしくは役務の提供の要求を行ってはならない。また、市民等から金品等の謝礼を受け取って

はならない。 

 

12 業務遂行 

 ⑴ 従事者研修 

   受注者は、業務開始後においても、定期的に業務の遂行に必要な利用者及び保護者への対応、知

識の習得、接遇、情報セキュリティ及び危機管理に関する研修を行い、常に従事者の能力向上に努

めなければならない。なお、研修にかかる費用は受注者の負担とする。 

 ⑵ 事業計画 

ア 受注者は、事業実施前に次の各号に掲げる事項を記載した事業計画書を市に提出しなければ

ならない。 

（ア）受注業務総括管理責任者 

（イ）受注業務の分担に関すること。 
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（ウ）従事する職員に関すること。 

（エ）非常時における体制に関すること。 

（オ）各事業の詳細に関すること。 

（カ）その他市が必要と認める事項 

イ 前項に規定する事業計画書に変更等が生じる場合は、事前に市に協議を申し入れ、双方合意

のうえ変更しなければならない。 

⑶ 月次報告 

受注者は、各月の事業実施状況について、翌月の10日までに月次報告書及び解錠（施錠）記録簿

等を提出しなければならない。 

⑷ 事業報告 

受注者は、業務完了後30日以内に、次の項目を網羅した完了報告書を提出しなければならない。

また、受託業務の決算が確定した時点で速やかに決算書及び関係書類を市に提出しなければなら

ない。 

ア 受託業務の実施状況 

イ 児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用状況 

ウ 利用児童の療育方針及び個別支援計画等の写し 

エ 受託業務の実施に係る経費の支出状況 

オ その他市が必要と認めた事項 

⑸ 業務状況の聴取等及び改善勧告 

受注者は、業務の履行状況について、市から求めがあったときは、市による業務状況の聴取及

び管理文書の提出等に応じるとともに、市より業務について指示があった場合には、特段の事情

がある場合を除き、速やかに応じなければならない。 

⑹ 物品管理 

受注者は、センターの備品類を業務に使用することができるが、事前に市の承諾を受け、市の

定める条件に従うものとする。その他業務に必要な教材・什器・備品類については、受注者の負担

で調達すること。 

なお、施設などを改修または改造して業務を行う必要がある場合は、あらかじめ市の承認を得

るものとし、改修などのために必要となる費用及び履行期間終了時の原状回復に要する費用は受

注者の負担とする。 

⑺ 会計 

受注者は、業務に係る会計を他の事業と区別して設け、その経理を常に明確にしておかなけれ

ばならない。また、当該会計の経理帳簿は、履行期間が満了した日の属する会計年度の終了後、５

年間保管することとし、市が必要と認めるときは、速やかに提出することとする。 

⑻ 事故報告 

受注者は、業務内において、次のいずれかに該当する事態が発生した場合は、応急処置をとり、

関係者に連絡するとともに、速やかに市に口頭及び書面により状況を報告して、その指示を受け

なければならない。その後、事故報告書（発生年月日・時刻、内容、対応、原因の分析、今後にお

ける防止策等を記載）を市に提出するものとする。 

ア センターの利用者若しくは従事者に負傷等の事故が発生したとき。 

イ センターの全部若しくは一部が毀損し、または滅失したとき。 

ウ 非常災害その他の事故により、受託業務の履行不能、またはそのおそれがあると明らかにな
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ったとき。 

エ 個人情報の漏えい、紛失及び滅失・き損等が発覚したとき。 

オ 前４項に掲げるもののほか、受託業務に支障を及ぼす事態が発生したとき。 

⑼ 苦情解決 

受注者が行う業務に関する苦情・トラブルについての対応は、受注者において誠意と責任を持

って行い、その内容については市に随時報告を行うとともに、市への協議・引継ぎが必要なもの

は、受注者における責任者から市へ協議・引き継ぐものとする。なお、苦情については、原因の究

明を行い、再発防止策を明確にし、全て文書により報告するものとする。 

⑽ 損害賠償義務 

受注者は、業務の実施にあたって生じた事故などに対して、一切の責任を負い、市に発生原因、

経過、被害の内容などを速やかに報告するものとする。受注者が契約内容に違反し、または故意

もしくは重大な過失によって市に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を賠償金として

市に支払わなければならない。 

受注者が、本業務の実施において、受注者の責めに帰すべき事由により、第三者に損害を与え

たときは、受注者は損害を賠償しなければならない。市は、受注者の責めに帰すべき事由により

発生した損害について第三者に対して賠償したときは、受注者に対して、賠償した金額その他賠

償に伴い、発生した費用を請求することができることとする。 

⑾ 不可抗力発生時の対応 

受注者は、不可抗力が発生した場合においては、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対

応措置を取り、不可抗力により発生する損害を最小限にするよう努力しなければならない。 

⑿ 不可抗力の免責 

受注者は、受注者の責めに帰することができない事由により本業務の全部または一部の実施が

遅延したり、履行不能となった場合は、市と協議し、その責を免れる場合がある。 

⒀ 保険への加入 

受注者は業務上のリスクを想定し、不測の事態に対応するため、損害賠償保険等に加入するな

ど、業務開始前までに対策の状況を市に提示すること。 

⒁ 業務従事者等の雇用の安定化 

業務の質の向上には、業務習熟度が大きく影響するため、受注者は雇用に関する関係法令を遵

守し、従事者の雇用の安定化に努めること。 

⒂ 費用分担 

センターの電気代、水道料については、予算の範囲内で市が負担する。その他委託業務にかか

る費用については、受注者の負担とする。 

⒃ 個人情報の保護 

受注者は、本契約による業務を実施するための個人情報の取り扱いについては、個人情報保護

のため、別添「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 

13 業務の質向上のための取組み 

 ⑴ 自己評価の実施 

受注者は、厚生労働省「児童発達支援ガイドライン」及び「放課後等デイサービスガイドライ

ン」に記載の「児童発達支援センター等における事業所全体の自己評価の流れ」、「事業者向け放

課後等デイサービス自己評価表」及び「保護者等向け放課後等デイサービス評価表」に沿った自
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己評価を年に１回実施し、評価を公表すること。 

 ⑵ 市によるモニタリング等の実施 

市は業務が適正に実施されているか、定期または随時に確認を行う。また、確認のため⑴によ

る自己評価結果を含め、その他必要な資料を契約書に基づき受注者に定期及び随時に提出を求め

るものとする。 

 ⑶ 立ち入り調査等 

市は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると認めるときは、受注者に対し、

本業務の実施に関し必要な報告を求め、または市職員に受注者の事務所その他の施設に立ち入り、

本業務の実施状況もしくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、もしくは質問させることができ

る。 

⑷ 第三者評価の実施 

  公正かつ中立的な立場の専門家等による評価を受け、その評価結果を公表することで、業務の

改善等につなげること。 

  

14 その他 

⑴ 契約終了時の業務の引継ぎ 

ア 受注者は、本契約が終了する場合（契約解除により契約が終了した場合を含む。以下同じ。）

は、本業務に関し、供用を受けた施設、機器、資料等を遅滞なく、市に返還しなければならな

い。なお、供用を受けたものについて、滅失・損傷等が生じた場合は、受注者がその損害を賠

償するとともに、施設においては、受注者の負担において原状に回復するものとする。 

イ 本業務を他の者に引き継ぐ必要がある場合は、本契約期間中に引継ぎ期間を設け、次期受注

者が円滑に業務を行えるよう十分な引継ぎを行うこと。その際、市及び次期受注者からの資料

等の請求は、受注者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると市が認め

た場合を除き、すべて応じるものとする。 

ウ 契約終了時に受注者が業務上必要な処理等で途中にあるものが発生した場合は、事務の種類

やその状態を明確にし、次期受注者が速やかに業務を遂行できるようにすること。 

エ 市が引継ぎ未完了と認めた場合は、契約終了後であっても無償で引継ぎを継続して行うこと。

市は受注者が上記の規程に違反し損害が生じた場合には、受注者に対しその損害額の賠償を求

めることができる。 

オ 市は、受注者が本業務の継続的な遂行が困難になったことを理由に契約解除をした場合で、

当該解除の時点において市に業務引継ぎができる状態に至っていないときは、受注者に対して、

当該業務の引継ぎに代えて、損害の賠償を求めることができる。 

カ 本業務を他の者に引き継ぐ必要がある場合には、引継ぎ業務完了後、個人記録等については、

本市の履行確認を受けた後、速やかに返却または消去しなければならない。また、受注者は情

報を消去したときは、その旨、市に報告するものとする。 

⑵ 余剰金が生じた場合の取扱い 

 受注者は精算の結果余剰金が生じた場合は、発注者に返還しなければならない。 

⑶ 補則 

 本仕様書に定めのない事項については、必要に応じて発注者、受注者協議の上、これを定める

ものとする。なお、定めのない事項であっても、本業務に付随して当然必要と認められるものに

ついては、受注者の負担により行うものとする。 
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別紙２ 

送迎業務に関する仕様書 

 

受注者は、逗子市（以下、「発注者」という。）が委託する逗子市こども発達支援センター療

育部門運営業務における送迎業務に使用する送迎車両等を、この仕様書に記載された内容に基づ

き運行するものとする。 

 

１ 送迎車両 

（１）送迎に使用する車両は、「道路運送車両の保安基準（昭和二十六年運輸省令第六十七

号）」及び排ガス規制等に適合する低公害車両とし、受注者の自己所有又は使用権原を有

する車両であること。送迎業務に使用する車両については、「送迎用車両届」により、車

検証及び自賠責保険証を添えて、発注者に届け出ることとする。 

（２）受注者は、送迎車両として本業務を遂行するに足りる専用車両（貨物車両及び軽車両は

除く。）を常時２台以上確保することとし、業務開始までに配置を完了すること。ただ

し、業務開始までに配置が間に合わないことが明らかな場合は、発注者の承認を得て代替

車両による送迎を認めるものとする。なお、送迎車両の整備期間中等の場合は、代替車両

等により、送迎を行うことも認める。 

（３）送迎車両は、療育部門運営業務にのみ使用できることとし、稼働不能となった際には、

受注者の負担により抹消登録及び廃車手続き等を行い、車両本体を処分すること。 

また、その後の送迎車両の補充配置については、受注者が手配調達すること。 

（４）受注者は、関係法令を遵守し、使用する送迎車両の整備点検を適正に行い、常に送迎に

支障のない状態にしておかなければならない。 

（５）本業務に使用する全ての送迎車両について、対物損害賠償（無制限）及び対人賠償（無

制限）の任意保険に加入しなければならない。車両保険についての加入は任意とする。な

お、加入等の保険に係る手続き一切は受注者の責任において行い、費用は発注者が負担す

るものとする。 

（６）送迎車両は、センター敷地内に駐車保管するものとし、センター管理運営上の理由によ

り、市職員により車両の移動等が必要となる場合に備え、車両ごとに予備の鍵１本を発注

者に預けることとする。 

（７）公務上の理由により、やむを得ず一時的に送迎車両を発注者が借り上げ、市職員の運転

により車両を運行する場合は、発注者により任意保険に加入し、運行するものとする。 

 

２ 送迎業務従事者 

（１）受注者は、送迎業務を適正に履行するために必要な数の職員（１名以上。児童発達支

援、放課後等デイサービスとの兼務可）を配置しなければならない。なお、送迎業務は、

送迎車両１台につき運転者１名と同乗する職員１名以上で従事しなければならない。 

（２）受注者は、「送迎業務及び車両管理の責任者並びに運転に従事する者の名簿」を発注者

に届け出なければならない。 

（３）責任者は、常勤職員で、受託業務内容を熟知し、本業務に責任を負う者であること。ま

た、運転に従事する者を対象とした安全運転に関する研修を毎年１回以上実施することと

し、名簿に記載された全ての運転に従事する者に受講させるとともに、都度「安全運転研
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修実施計画書」及び「受講報告書」を発注者に提出し報告すること。なお、研修にかかる

費用は、全て受注者の負担とする。 

（４）運転者は、業務内容を熟知し、適正に業務を遂行できる者であること。また、送迎車両

の構造を十分に把握し、安全な運転・操作ができる者であること。 

（５）同乗者は、送迎業務経験を十分に有する者であること。また、送迎対象者の特性を十分

に把握し、適切な送迎業務の遂行能力を有する者であること。 

（６）送迎業務従事者は、送迎車両保管場所以外で、車内において飲食、喫煙及び仮眠休憩等

の行為を行わないこと。 

 

３ 送迎車両の運行 

（１）送迎車両の運行は、道路交通法（昭和35年法律第105号）、その他の関係法令を遵守

し、事故防止に努めるものとする。 

（２）運転者は、出勤後車両運行前に必ず運転免許証携行及び有効期限の確認、呼気アルコー

ル検査を実施し、アルコールが検出されないことを確認してから運行しなければならな

い。また、受注者は、「運行前点検表」及び「運転記録表」により、運転者の呼気アルコ

ール検査結果及び送迎業務実績を記録し、発注者の求めに応じて提出できるよう、記録書

類を業務終了後から起算し１年間保管すること。 

（３）送迎業務中は、歩行者等の安全確保を最優先し、他の車両の交通妨害にならないよう留

意すること。 

（４）送迎業務中に事故が発生した場合は、事故の大小にかかわらず直ちに発注者及び警察に

通報するとともに、相手がある場合には誠意をもって対応し、受注者の責任において解決

するものとする。事故発生後は、可及的速やかに事故発生報告書を書面にて発注者に提出

するものとする。 

（５）車両点検整備又は故障等の理由により、代替車により送迎業務を行う場合は、事前に発

注者に届出を行い、発注者の承認を受けること。 

（６）車両運行時には、みだりにホーンを使用しないこと。また、不要な空ぶかしを防止す

る、あるいはこまめにアイドリングストップを励行する等、環境への負荷を軽減するよう

努めること。 

（７）送迎業務の実施に際して、特に、坂道、通学路又は交通渋滞が発生する道路等での停車

に際しては、安全確認を十分に行い、運転者はみだりに運転席から離れないようにするこ

と。 

   なお、やむを得ず運転者が運転席を離れる場合、適当な車止め等を使用するなど、必ず

車両が移動しないよう必要な措置を講ずること。 

（８）車両をバックさせる際には、同乗者１名が必ず下車し、目視により車両後方の安全を十

分に確認してから車両の誘導を行うこと。 

（９）送迎業務に当たっては、「送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のガイドライ

ン」や「こどものバス送迎・安全徹底マニュアル」などの関係府省令等を遵守し、送迎車

両内に子どもを置き去りにすることが決してないよう対策を講じること。 

（10）受注者は、地震或いは風水害等による災害発生に伴う緊急時の送迎業務については、発

注者の指示に従って業務を行うこととする。 

（11）受注者は、本業務の処理の全部を他人に再委託し、又は請け負わせてはならない。ただ
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し、業務の一部については、発注者がやむを得ないと判断した場合に限り認めるものとす

る。 

 

４ 届出書類 

受注者は、送迎業務開始までに発注者に次の書類を提出するものとし、契約期間中に変更が

生じたときは、都度必ず書面にて発注者に報告しなければならない 

（１）送迎業務及び車両管理の責任者並びに運転に従事する者の名簿 

 （２）送迎用車両届 

（３）送迎用車両の車検証（写） 

（４）車両保険証（自賠責保険及び任意保険）（写） 

（５）緊急時の連絡先 
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[別 添] 

個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

 

 この契約による業務を処理するため個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律

（以下「個人情報保護法」という。）、逗子市情報セキュリティ基本方針その他関係法令等に基

づき、次の事項を遵守して行うものとする。 

 

 （基本的事項） 

第１条 受注者は、この業務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵すことのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密等の保持） 

第２条 受注者は、この業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他に漏らしてはならな

い。この業務が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （責任体制の整備） 

第３条 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。 

 （責任者等の報告） 

第４条 受注者は、この業務に従事する者を明確にするため、個人情報の取扱いの責任者及び業

務に従事する者（以下「従事者」という。）を定め、書面により発注者に報告しなければならな

い。これらを変更する場合も同様とする。 

 （作業場所の特定） 

第５条 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、業務の着手前

に書面により発注者に報告しなければならない。これらを変更する場合も同様とする。 

２ 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、責任者及び従事者に対して、受

注者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるようにしなければならない。 

 （再委託の禁止等） 

第６条 受注者は、発注者が承諾した場合を除き、個人情報の処理は自らが行い、第三者（受注

者に子会社（会社法第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）がある場合にあっては、

当該子会社を含む。以下同じ。）にその処理を委託してはならない。 

２ 受注者は、この業務の一部について再委託（再委託の相手方が行う再々委託以降の委託を含

む。以下同じ。）する場合は、あらかじめ発注者の承諾を得なければならない。 

３ 受注者は、前項の承諾を得て第三者に再委託する場合は、この契約により受注者が負う義務

を再委託先に対しても遵守させなければならない。 

４ 受注者は、第三者に再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、発注者の求めに応

じ、その状況等を発注者に報告しなければならない。 

 （派遣労働者利用時の措置） 

第７条 受注者は、この業務を派遣労働者に行わせる場合は、派遣労働者に対して、本契約に基

づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、派遣労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うもの

とする。 

 



 

 13 

 （保有の制限等） 

第８条 受注者は、この業務を処理するために個人情報を保有する場合は、その目的を明確にし、

目的達成のために必要最小限のものとし、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 （安全管理措置） 

第９条 受注者は、この業務を処理するために取り扱う個人情報の漏えい、き損、滅失、紛失、

盗難その他の事故（以下「漏えい等の事故」という。）が起こらないよう、当該個人情報の適切

な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 （目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第 10条 受注者は、この業務を処理するために取り扱う個人情報を、発注者の指示又は承諾を得

ることなくこの契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第 11条 受注者は、この業務を処理するために取り扱う個人情報を、発注者の指示又は承諾を得

ることなく複写又は複製してはならない。 

 （持出しの禁止） 

第 12条 受注者は、この業務を処理するために取り扱う個人情報を、発注者の指示又は承諾を得

ることなく作業場所から持ち出してはならない。 

 （罰則の周知及び従事者の監督） 

第 13条 受注者は、この業務の従事者に対し、個人情報保護法の義務及び罰則が適用されること

について周知するとともに、個人情報の安全管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わ

なければならない。 

 （教育及び研修の実施） 

第 14条 受注者は、個人情報の保護及び情報セキュリティに対する意識の向上を図るため、この

業務の従事者に対し、本特記仕様書において従事者が遵守すべき事項その他本委託業務の適切

な履行に必要な事項について、教育及び研修を実施しなければならない。 

 （個人情報の返還又は廃棄） 

第 15条 受注者は、この業務を処理するため使用した個人情報について、使用する必要がなくな

った場合は、速やかに、かつ、確実に返還又は廃棄しなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第 16条 受注者は、この業務を処理するために取り扱う個人情報の漏えい等の事故が発生し、又

は発生したおそれがある場合は、直ちに発注者に報告し、その指示に従わなければならない。 

２ 受注者は、前項の漏えい等の事故が発生した場合には、被害拡大の防止、復旧、再発防止等

のために必要な措置を迅速かつ適切に実施しなければならない。 

３ 受注者は、発注者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な

限り当該漏えい等の事故に係る事実関係、発生原因及び再発防止策を公表するものとする。 

 （調査監督等） 

第 17条 発注者は、受注者における契約内容の遵守状況等について実地に調査し、又は受注者に

対して必要な報告を求めるなど、受注者の個人情報の管理について必要な監督を行うことがで

きる。 

２ 受注者は、前項における報告について、発注者が求める場合には定期的に報告をしなければ

ならない。 
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 （指示） 

第 18条 発注者は、受注者がこの業務に関し取り扱う個人情報の適切な管理を確保するために必

要な指示を行うことができるものとし、受注者はその指示に従わなければならない。 

 （契約解除及び損害賠償） 

第 19条 発注者は、受注者が本特記仕様書の内容に反していると認めたときは、契約の解除及

び損害賠償の請求をすることができるものとする。 


